
貸 借 対 照 表

令和４年　３月３１日
学校法人　藤田学院

(単位　円)

資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定資産 5,493,375,321 5,598,818,226  △ 105,442,905

    有形固定資産 5,252,561,045 5,328,549,591  △ 75,988,546

        土地 423,861,032 423,861,032 0

        建物 4,058,356,027 4,149,167,710  △ 90,811,683

        構築物 115,548,245 125,531,297  △ 9,983,052

        教育研究用機器備品 364,081,940 343,842,937 20,239,003

        管理用機器備品 14,271,486 10,194,085 4,077,401

        図書 269,688,001 266,342,350 3,345,651

        車両 6,754,314 9,610,180  △ 2,855,866

    特定資産 ( 214,000,000) ( 250,000,000) (△ 36,000,000)

　　　　第３号基本金引当特定資産 0 36,000,000  △ 36,000,000

　　　　退職給与引当特定資産 214,000,000 214,000,000 0

    その他の固定資産 26,814,276 20,268,635 6,545,641

        施設利用権 366,958 733,915  △ 366,957

        ソフトウェア 18,391,318 11,478,720 6,912,598

        有価証券 6,510,000 6,510,000 0

        出資金 550,000 550,000 0

　　　　保証金 996,000 996,000 0

流動資産 1,389,208,323 1,353,075,720 36,132,603

　　　　現金預金 1,227,006,587 1,193,118,153 33,888,434

　　　　未収入金 108,211,069 55,522,937 52,688,132

        貯蔵品 509,164 378,361 130,803

        前払金 3,481,503 4,056,269  △ 574,766

        有価証券 50,000,000 100,000,000  △ 50,000,000

資産の部合計 6,882,583,644 6,951,893,946  △ 69,310,302

負 債 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定負債 787,441,534 838,358,199  △ 50,916,665

　　　　長期借入金 437,132,000 497,112,000  △ 59,980,000

　　　　退職給与引当金 311,383,816 302,297,799 9,086,017

        長期未払金 38,925,718 38,948,400  △ 22,682

流動負債 303,360,416 309,874,889  △ 6,514,473

　　　　短期借入金 59,980,000 59,980,000 0

　　　　未払金 58,706,375 54,466,843 4,239,532

　　　　前受金 168,710,000 175,555,000  △ 6,845,000

　　　　預り金 15,964,041 19,873,046  △ 3,909,005

負債の部合計 1,090,801,950 1,148,233,088  △ 57,431,138

純 資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

基本金 8,839,394,212 8,572,335,333 267,058,879

　　　　第１号基本金 8,723,394,212 8,440,335,333 283,058,879

　　　　第３号基本金 0 36,000,000  △ 36,000,000

　　　　第４号基本金 116,000,000 96,000,000 20,000,000

繰越収支差額  △ 3,047,612,518  △ 2,768,674,475  △ 278,938,043

　　　　翌年度繰越収支差額  △ 3,047,612,518  △ 2,768,674,475  △ 278,938,043

純資産の部合計 ( 5,791,781,694) ( 5,803,660,858) (△ 11,879,164)

負債及び純資産の部合計 6,882,583,644 6,951,893,946  △ 69,310,302



注
　

記注
　

記

１．重要な会計方針１．重要な会計方針

（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　 　
徴収不能引当金・・・債権 の徴収不能 に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上することとしている。

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額90,186,815円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額90,186,815円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額90,186,815円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額90,186,815円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額90,186,815円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額90,186,815円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額90,186,815円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額90,186,815円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額90,186,815円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額90,186,815円 

　   
退職給与引当金・・・退職金 の支給に備えるため、 鳥取看護大学及 び鳥取短期大学 はそれぞれ 期末要支給額90,186,815円 

　　　　　　  　　  　　　
及び232,330,508 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び232,330,508 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び232,330,508 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び232,330,508 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び232,330,508 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び232,330,508 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び232,330,508 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び232,330,508 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び232,330,508 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び232,330,508 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　　  　　  　　　
及び232,330,508 円を基にして、 私立大学退職金財団 に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰

　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　　　　　　    　　　　　　
入調整額 を加減した金額の100％を 計上している。認定こども園鳥取短期大学附属 こども園は期末要

　

   
支給額33,206,100円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額33,206,100円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額33,206,100円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額33,206,100円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額33,206,100円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額33,206,100円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額33,206,100円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額33,206,100円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
支給額33,206,100円 から鳥取県私学振興会 よりの交付金相当額 を控除した金額の100％を 計上してい

   
る。

（2）その他重要な会計方針（2）その他重要な会計方針（2）その他重要な会計方針

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

   　
有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法である。

２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等

    
該当事項 なし

    
該当事項 なし

３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額

4,001,669,961 円4,001,669,961 円
 

４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額

0円0円

５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額

　　
該当なし

　　
該当なし

６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 

557,101,070 円557,101,070 円

７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７. 当該会計年度 の末日において 第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策

　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

　　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

　　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

　　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

　　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

　　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。

　　

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項

    
有価証券時価情報 

    
有価証券時価情報 

    
有価証券時価情報 

①総括表 （単位：円）（単位：円）

種
　　

類種
　　

類種
　　

類
当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）

種
　　

類種
　　

類種
　　

類
貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時

　
価時

　
価 差

　
額差

　
額

時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの 56,510,00056,510,000 56,698,50056,698,500 188,500188,500

時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの 100,000,000100,000,000 97,800,00097,800,000 △2,200,000△2,200,000

　　
有 価 証 券 合 計

　　　　
有 価 証 券 合 計

　　　　
有 価 証 券 合 計

　　
156,510,000156,510,000 154,498,500154,498,500 △2,011,500△2,011,500

②明細表 （単位：円）（単位：円）

種
　　

類種
　　

類種
　　

類
当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）

種
　　

類種
　　

類種
　　

類
貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時

　
価時

　
価 差

　
額差

　
額

債
　

券債
　

券債
　

券 150,000,000150,000,000 147,915,000147,915,000 △2,085,000△2,085,000

株
　

式株
　

式株
　

式 6,510,0006,510,000 6,583,5006,583,500 73,50073,500

　　
有 価 証 券 合 計

　　　　
有 価 証 券 合 計

　　　　
有 価 証 券 合 計

　　
156,510,000156,510,000 154,498,500154,498,500 △2,011,500△2,011,500


